
1  継続事業の前提に関する注記

該当事項なし

2　重要な会計方針

（１）平成27年2月16日から「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法について

　満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）を採用している。

（３）固定資産の減価償却の方法について

　　　　建物付属設備、什器備品は定率法によっているが、平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備については定額法によっている。

　　　　なお、主な耐用年数は、建物付属設備は15年及び10年である。什器備品については5年から10年である。

　　　　ソフトウエアは自社利用ソフトウエアであり、財団内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっている。

　　　　リース資産はリース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（４）引当金の計上基準について

　　　賞与引当金

　   職員の賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当期に対応する金額を計上している。

　　　役員退職慰労引当金

　　　退職給付引当金

（５）リース取引の処理方法について

　 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、リース取引開始日が平成20年4月

     1日以降のリース料総額が300万円を超える取引は通常の売買取引に係る会計処理によっており、平成20年3月31日以前のリース取引

　　 は引き続いて賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（６）消費税等の会計処理について

　 　税込方式を採用している。

（７）税効果会計の適用について

　 　収益事業の規模が僅少であり重要性がないため、税効果会計を適用していない。

３　会計方針の変更

 該当事項なし

４　基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科　　目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

基 本 金 積 立 資 産 100,000,000 -                            -                           100,000,000

特定資産

役員退職慰労金引当資産 151,272,000 35,026,000 56,760,000 129,538,000

退 職 給 付 引 当 資 産 2,068,260,171 118,675,205 449,594,270 1,737,341,106

異常危険準備金積立資産 8,816,491,453 145,452,552 -                           8,961,944,005

特定資産計 11,036,023,624 299,153,757 506,354,270 10,828,823,111

合　計 11,136,023,624 299,153,757 506,354,270 10,928,823,111

５　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産か

らの充当額）
（うち一般正味財産か

らの充当額）
（うち負債に対応する額）

基本財産

基 本 金 積 立 資 産 100,000,000 -                            (100,000,000) -                                      

特定資産

役員退職慰労金引当資産 129,538,000 -                            -                           (129,538,000)

退 職 給 付 引 当 資 産 1,737,341,106 -                            -                           (1,737,341,106)

異常危険準備金積立資産 8,961,944,005 -                            -                           (8,961,944,005)

特定資産計 10,828,823,111 -                            -                           (10,828,823,111)

合　計 10,928,823,111 -                            (100,000,000) (10,828,823,111)

６　担保に供している資産
定期預金500,000,000円は当座借越契約の担保に供しているが、これに対応する債務はない。

財務諸表に対する注記

　   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上している。

　   職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上している。

 



７　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 取得価額 過年度評価減実施額 減価償却累計額 当期末残高

建 物 付 属 設 備 154,320,783 -                          70,041,022 84,279,761

什 器 備 品 402,647,630 -                          187,753,319 214,894,311

ソ フ ト ウ エ ア 394,975,396 -                          128,541,376 266,434,020

リ ー ス 資 産 22,788,864 -                          21,839,328 949,536

合　　計 974,732,673 -                          408,175,045 566,557,628

８　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　目 帳簿価額 時　　価 評価損益

ドイツ政府保証（20年）
ドイツ復興金融公庫債券

1,000,000,000 1,000,300,000 300,000

農林中央金庫 利附農林債 (5年) 90,000,000 89,973,000 △ 27,000

９　ファイナンスリース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：円）

什器備品

取得価額相当額 2,397,816

減価償却累計額相当額 1,926,443

期末残高相当額 471,373

（２）未経過リース料期末残高相当額 （単位：円）

1年以内 1年超 合計

未経過リース料期末残高相当額 1,098,865 303,972 1,402,837

（３）当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：円）

支払リース料 806,960

減価償却費相当額 762,520

支払利息額 24,126

（４）減価償却費相当額の算定方法は定額法によっている。

（５）利息相当額の算定方法は、リース料相当額と、リース資産計上価額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

　については、利息法によっている。

１０　退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

　　 確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（２）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
（単位：円）

①退職給付債務の期首残高 2,068,260,171

②勤務費用 116,606,945

③利息費用 2,068,260

④過去勤務費用 △ 181,049,566

⑤数理計算上の差異の発生額 △ 42,124,704

⑥退職給付の支払額 △ 226,420,000

⑦退職給付債務の期末残高 1,737,341,106

（３）退職給付債務及びその内訳

（単位：円）

①退職給付債務　　　　 1,737,341,106

②退職給付引当金 1,737,341,106

（４）退職給付費用及びその内訳

（単位：円）

①勤務費用　　　　 116,606,945

②利息費用 2,068,260

③過去勤務費用 △ 181,049,566

④数理計算上の差異の費用処理額 △ 42,124,704

退職給付引当金戻入益として経常外収益に計上している。

（５）数理計算上の計算基礎に関する事項

①割引率 0.20%

１１　関連当事者との取引の内容

    該当事項なし。

１２　重要な後発事象

    該当事項なし。

 



１３　実施事業資産

当年度公益目的支出計画の実施が完了したため、実施事業資産の保有はない。

１４　その他

死亡保険金の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

1,510,000,000

33,000,000

1,477,000,000

支 払 死 亡 保 険 金

回 収 再 保 険 金
差　引
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